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持家部門における新設住宅延べ床面積の変動要因と
施策効果についての研究
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1.研究の背景と目的
わが国では1973年の住宅統計調査ではじめて､全県に
おいて総住宅数が総世帯数を上回り､この頃から､住宅
政策の課題は量から質へ移行したといわれるようになっ
た｡その後､第3期住宅建設5ケ年計画(1981-1985年)
では､｢質｣の充足が住宅政策の重要課題として位置付
けられ､これが現在の第6期住宅建設5ケ年計画まで継
承されている｡
住宅政策として住宅の ｢質｣を問うとき､まず求めら
れるのは政策目標に即した ｢質｣指標である｡第3期住
宅建設5カ年計画で採用された ｢質｣指標は､｢最低居
住水準｣｢平均居住水準｣という2種類の居住水準で､
夫婦と子供からなる家族世帯を念頭に､食寝分離や性別･
年齢別の就寝分離が可能な最低限の室数､規模を想定し､
世帯人員別に､最低確保すべき広さと､目指すべき広さ
が示された｡
もとより､住宅規模指標が住宅の ｢質｣をすべて代表
するわけではない1｡ また､居住水準の設定方法も問わ
れる2ところである｡しかしながら､少なくとも､これ
までの住宅建設5ケ年計画において､｢質｣指標として
もっとも重視されてきたのは住宅規模によって示される
｢居住水準｣であり､この基本姿勢は第6期住宅建設5
ケ年計画にも継承されている｡さらに言えば､わが国で
は一般的に住宅の狭さに対する不満が高く､また床面積
が拡大するにつれて､専用の便所､浴室､台所等の整備
がすすむという傾向が見られることから､｢質｣政策の
効果を測るうえで､延べ床面積をひとっの評価指標と位
置づけることには一定の妥当性がある｡
｢質｣政策効果の評価は､｢住居費負担の適正化｣と
いう政策目標や公的助成水準を議論するうえで不可欠で
あり､早急に取り組むべき研究課題の一つである｡それ
は､先に提起した ｢質｣概念の明確化や政策効果を検証
するための指標開発という課題と重なってくるが､さし
あたり現在､統計指標として利用可能な床面積指標によ
って ｢質｣政策が有効に機能したのか否かが明らかにさ
れるべきであろう｡また､そのための方法論を開発する
ことが求められている｡
以上のような問題意識のもとに､本研究では ｢質｣政
策の効果を検証するための基礎的なアプローチの一つと
して､一世帯-住宅が達成された時期から現在にいたる
新設住宅延べ床面積の推移に着目し､おおよそ過去20年
間の住宅政策とそのなかでの具体的施策の移りかわりが､
住宅規模の拡大にどの程度寄与してきたのかを探る｡わ
が国における戦後住宅政策の特徴はフロー (新設住宅)
重視､また持家重視にあることから､ここでは政策効果
を最もとらえやすいと考えられる持家系フローの延べ床
面積の変動と､持家住宅にたいする主要施策である住宅
金融公庫制度に着目する｡
具体的には､これまで住宅供給量の変動要因分析3に
用いられてきた手法を援用しながら､新設持家系住宅
(持家､分譲住宅)の戸あたり延べ床面積の変動要因と､
公庫融資制度による住宅施策効果を以下の手順で探る｡
① 新設持家ならびに分譲住宅の年平均延べ床面積の変
動を分析し､拡大に影響を及ぼしたと考えられる地
価､住宅ローン新規貸出額､貸付金利､世帯の年収､
住宅価格の対年収比 (年収倍率)等の金融 ･経済要
因や住宅施策関連要因の寄与率を明らかにする｡
② 敷地の規模や建て方等の住宅側の形態要因による影
響を推測する｡
③ 政策金融による住宅取得能力引き上げ効果と､同施
策が延べ床面積の拡大に与えた効果を推測する｡
(1)
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2.新設戸数､床面積の動向
(1)新設住宅の区分
住宅フローの利用関係は､･大きく ｢持家｣｢分譲住宅｣
｢貸家｣の3つに区分されている｡ ここで ｢持家｣とは､
｢建築主が自分で居住する目的で建築するもの｣で､｢分
譲住宅｣は ｢建て売り､または分譲の目的で建築するも
の｣､｢貸家｣は ｢建築主が賃貸する目的で建築するもの｣
である｡この定義から ｢持家｣と ｢分譲住宅｣は竣工後､
住宅統計調査でいう ｢持家｣となる可能性が高い｡そこ
で本稿では両者をあわせて ｢持家系住宅｣と呼ぶことに
する｡
資金の別では､｢民間｣は民間資金のみで建てられた
住宅であり､｢公庫｣は住宅金融公庫から一部でも融資
を受けて建てられた住宅を指す｡
なお､建築統計年報は年度集計 (4月から翌年3月)
と年集計 (1月から12月)を併用しているが､以下の分
析では年度集計を採用している｡
(2)戸数の動向
｢持家｣と ｢分譲住宅｣をあわせた持家系住宅の年間
着工戸数は､1970年度の77.3万戸から1994年度の95.9万
戸へと推移している｡しかし､その変化は直線的ではな
い｡前年度にたいする増加率をとると､1972年度､87年
度､93年度､94年度にそれぞれ前年度を大きく上回って
伸びている｡一万､74年度､80年度､91年度には大きな
落ち込みがみられる｡
持家と分譲住宅を比べると､分譲住宅のほうがこの25
年間に大きく伸びている｡ 持家系住宅着工戸数にしめる
分譲住宅の比率は､1994年には約40%にもなっている｡
資金別にみると､民間資金住宅に比べ､公庫融資を利用
した公庫資金住宅が高い伸びを示している (図-1)0
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図-1 着工戸数の推移
(2)
(3)床面積の動向
持家の床面積は上昇傾向にあり､1970年から1994年の
25年間に約90ITfから約130Ⅰばに上昇している｡資金別に
みると民間資金住宅は97.1Ⅰ正から132.1rfの30rdの上昇､
公庫資金住宅は84.4m2から142.3rfと40nfの上昇をみた.
1980年頃まで民間と公庫との床面積の問には平均で約15
Hfの差があり､民間住宅のほうが大きい.しかし､1989
年､また1992年以降は､公庫住宅の平均延べ床面積が民
間住宅のそれを上回っている｡公庫の床面積がほぼ直線
的に右上がりの傾向を示すのに対して､民間住宅の床面
積は上下降が大きく､1973-74年､86-87年､87-88年､
91-93年には前年度を下回った (図-2)｡
分譲住宅の規模は持家よりも小さい｡資金別に比較す
ると､公庫住宅の延べ床面積はおおむね上昇傾向にあり､
過去25年間に64.7rfから97.8ITfへと35Hfの増大をみてい
る｡これと比べると民間住宅の伸びは小さく､25年で59.
6m2から81.3rdへと推移している｡持家の場合と異なり､
分譲住宅では常に公庫資金住宅の延べ床面積が民間資金
住宅のそれよりも大きい｡特に1979年頃から民間 (70Ⅱf
前後)と公庫 (90rf強)の差が大きくなっていく｡持家
の場合と同様､分譲住宅においても民間住宅のほうが延
べ床面積の変動が大きく､1972-73年､84-85年､87-
88年､90-91年に大きく落ち込んでいる｡両者の差が最
も拡大するのは1990年で､この年､公庫は民間を31rlf上
回っている (図-3)0
持家､分譲住宅に共通してみられる規模変動は､オイ
ル･ショック前の1972-73年と1977-79年､86-88年の
計3回の伸長と､オイル･ショック直後の1974-75年と
近年の計2回の低迷である｡この間の変動は持家よりも
分譲住宅のほうが大きい｡
持家系住宅と比較すると､新規に建設される貸家は､
平均規模､その伸び率ともに小さい｡同期間中の貸家の
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図-2 持家床面積の推移
中島他 :持家部門における研究
床面積は､公営住宅では46.5rfから78rdへと30nfの増加､
公団住宅では51.8ITfから70.9ITfへと20nfの増加をみてい
る.公庫融資住宅は5rd内で､民間住宅は10rf内で上下
に変動しており､両者ともほぼ横ばいである｡ この間に
大きく伸びたのは公営住宅の延べ床面積のみである (図
-4)0
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図-3 分譲住宅床面積の推移
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図-4 貸家床面積の推移
3.公庫融資制度
(1)制度の概要
住宅金融公庫の融資制度は､勤労世帯の持家取得を支
援するための中心的な施策メニューである.1950年発足
以来､1996年3月末現在まで1547万件､額にして117兆
円超の融資をおこなっている｡
融資条件として課される住宅建設基準は､経年的に見
直されてきた｡最も利用の多い個人住宅建設基準は､住
宅が安全上､衛生上､耐久上必要な規模､構造､敷地と
良好な居住性を備えていることを要件としている｡具体
的には､構造に応じた階数､構造部材の材料 ･寸法､仕
上げ､必要室､延べ床面積等を定めている｡
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近年では通常融資に加えて､多様な融資メニューが登
場している｡1985年に創設された高規格住宅融資は､出
入口の高さ､廊下の幅員等､さらに高い水準を備えた住
宅への割増融資制度である｡また､まちづくり貢献型住
宅融資 (1994年創設)など住環境を視野にいれた融資メ
ニューも登場 している｡このほか､｢はじめてマイホー
ム加算制度｣(1991年創設)､｢ゆったりマイホーム加算
制度｣(1993年創設)等､都市圏における住宅規模の引
き上げを狙った融資制度や一次取得者向けの割増融資制
度がある｡さらに最近では､1996年10月の融資制度改正
を受けて､高齢化対応住宅や耐久性に優れた住宅､省エ
ネ住宅への割増融資が実施されている｡
現行の公庫融資制度の概要は表-1に示すとおりであ
る｡このうち､住宅の広さに関わると考えられるのは､
融資限度額と後述する融資基準床面積である｡
公庫の融資限度額はほぼ毎年見直されてきたが､大き
く引き上げられたのは､1977､78､88､92､93年である｡
(2)融資基準床面積の推移
｢質｣にたいする住宅政策の第一の課題は､住宅の狭
小性に起因する過密居住を解消することである｡この目
的に照らせば､公庫融資制度においては､融資基準床面
積の上限値よりも下限値の設定が有効である｡上限値の
設定は､施策対象層を絞り込むという目的に適っている｡
図-5は､一般戸建て住宅､共同住宅の融資基準床面
積の推移を示している｡過去25年間に下限値は3回引き
上げられている.すなわち､1980年の30rdから50rf､19
85年の50nfから60rTf､1986年の60rfから70rfで､80年代
に入って大幅な見直しがおこなわれている｡また､敷地
面積については1980年までは規定がなかったが､1981年
より100汀f以上とされた.一方､マンション (共同住宅)
については1990年になってようやく､下限値が40rdから
義-1 公庫融資制度概要 <1994年度>
貸付種目 一般住宅､貸貸住宅､個人住宅の増築.改築資金
貸付け､公社賃貸住宅資金融資､建て売り購入資
金貸付け等
申込資格 毎月の返済額の5倍以上の年収があり､かつ元金
利 の返済の見込みが確実であること
住宅規模 70mJ以上220m'以下 (割増 125m'をこえ220m9
以下)
建設費 (標準建設費1m3あたりの価額×住宅部分の床
面横)×2.2以下
融資金額 100-1300万円
(資料 住宅金融公庫年報 1994年版
(3)
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50rTfへと引き上げられた.
融資基準床面積の上限値は下限値より頻繁に操作され､
引き上げられてきた｡近年では二世帯住宅等への割増基
準も設けられている｡全般的な住宅事情の改善と､社会
的 ･文化的に住宅に求められる規模水準の上昇が指摘さ
れるところであるが､一方では､広い住宅を需要する高
所得者が公庫融資を利用しやすくなっており､利用者層
の変化が予想される｡
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図-5 融資基準床面積の推移
4.床面積の変動要因
(1)分析の方法
新設住宅の規模は､短期的には住宅を取得するために
調達可能な資金フローを左右する貸付金利や世帯収入､
貯蓄等の金融条件によって変動 し､長期的には､世帯規
模の縮小が広い住宅にたいする需要を抑制する等､住宅
を需要する人々のライフスタイルによって変化すると考
えられる｡また､これらと関わる住宅立地や住宅形態の
選好性が住宅床面積に直接､間接の影響を与えている｡
ここでは､床面積の変動に影響を及ぼすと考えられる
要因を想定したうえで､重回帰分析の手法を用い､①そ
れらの要因によって床面積の変動がどの程度説明される
のか､(卦公庫融資制度を介在させた住宅政策は規模拡大
に寄与 しているのか否かを検討する｡
分析の手順は次のとおりである｡
まず､新設住宅の床面積に影響を及ぼす要因を6つ想
定し､それぞれの要因とかかわる変数を選択した｡選択
した独立変数は18で､表-2に要因別にこれを示す｡
従属変数は持家と分譲住宅をあわせた持家系住宅の着
工戸数､新設着工住宅の戸あたり平均延べ床面積である｡
持家､分譲についてそれぞれ資金別に民間持家と公庫持
家､民間分譲住宅と公庫分譲住宅の合計4つに分頬した｡
18変数のうち､施策関連要因に属する3変数は､公庫持
家､公庫分譲住宅の床面積の分析にのみ投入した｡
住宅着工戸数や戸あたり延べ床面積に影響を及ぼすと
考えられる変数には､その作用が住宅着工に至るまでに
時間を要し､ズレを生じるものがある｡そこで､分析で
はまず､従属変数と同年の全独立変数との単純相関係数
ならびに､従属変数にたいして1年前の全独立変数との
単純相関係数を求めた｡そして､各々の組み合わせから
相関の高いほうを採用した｡その結果､前年のデータを
用いることになったのは､｢民間貸付金利｣｢公庫貸付金
利｣｢資産選択の有利性｣の3変数である｡ ここで ｢資
産選択の有利性｣とは､住宅地価上昇率から民間貸付金
利を減じた値である｡住宅価格上昇率が金利より高くな
ると､期待キャピタル ･ゲインが大きくなり､資産選択
として ｢住宅｣の有利性が高まると想定している｡
時期区分は伊豆 (1993)の分類によった｡これは､わ
が国の住宅着工総数の推移をオイル･ショック前 (1972
年から73年)の増加期､オイル ･ショック後の減少期
(1974年から83年)､回復期 (1984年か ら90年)､減少期
(1991年度以降)の4つにわけたものである｡ここで､1
972年､73年と1991年度以降はケース数が少なく､投入
できる独立変数が限られてくるため､今回の分析からは
除外 した｡ したがって､とりあげる期間は1974年～90年
までの16年間で､これを1974-83年と1984-90年の2期
に分けて分析をすすめる｡
分析に用いるデータはすべて､基準年を100とする指
数である｡分析にはSPSS統計パッケージの ｢重回帰
分析｣プログラムを用い､変数の投入はすべてステップ･
ワイズ法でおこなった4｡なお､各分析期間に投入され
た変数は､表-3に示すとおりである｡
義-2 独立変数と要因
要因 変数
金融要因 民間金利､地価､建築費
蘇芳要因 申収倍率 (住 年収にたVする倍率)､世帯
数､世帯人員､収入､貯蓄､資産選択の有事惟*
供給要因 個人向け住宅ロー ン新規貸出額 (民間.公庫)
脚 困 GDP､一人あたりGDP
住宅形態要因 分汝住宅のうち戸建て割合
注)*:資産選択の有事J他とは､住宅地価上昇率から尉耶酢ナ金利を減
じた借である｡
(4)
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(2)結果と考察
まず､各従属変数ごとに､重回帰分析結果を示す｡
[戸数]
1974-83年の持家系住宅の着工戸数の変動を説明する
もっとも有力な変数は地価である (図-6)｡ これのみ
で調整済寄与率 (以下､寄与率と略記)は0.79となった｡
相関は負で､地価が低下すると着工戸数は増加 し､上昇
すると､建設が控えられる｡ 1984-90年 には民間の個人
向け住宅ローン新規貸出額の影響が寄与率0.69となり､
調達可能な資金フローの増加が戸数増につながっている
(義-4)0
[民間持家床面積]
1974-83年は地価の影響がもっとも大きい (寄与率0.6
7)｡住宅価格の対年収比 (年収倍率)､個人向け住宅 ロ
ーン新規貸出額がこれに続 く.床面積は地価､ ローン貸
出額とはプラスに､年収倍率とはマイナスに相関する｡
1984-90年には寄与率の高い説明変数はない｡1971-92年
をとおしてみると､地価､年収倍率､建築費､ローン貸
出額が延べ床面積の変動を説明する (義-5)0
[公庫持家床面積]
施策関連変数を投入 しない場合と､投入 した場合に分
けて分析をおこなった｡
投入 しない場合､1974-83年 には年収倍率の寄与率が
もっとも大きく､これにより､床面積の変動の半分以上
が説明される｡つづいて地価の影響が現れ､年収倍率と
地価の2変数で､寄与率は0.97となる｡年収倍率 は床面
積とマイナス､地価はプラスの単純相関を示す｡1984-
義-3 分析に用いた変数のリス ト
^ を投入しなV場 合 施策変数を投入した場合
1974I 民間金利､地価､年収倍率､ 民間金利､年収倍率､個人向
83年 個人向け住宅ロー ン新規貸 け住宅ロー ン新規貸出額 (氏
出額 (民間.公庫) 針5 間.公庫)､融資基準床面積(個人住宅.マンション)､融資限度額 (個人住宅)､公庫金利 計8
1984- 民間金利､地価､年収倍率､ 民間金利､地価､年収倍率､
90* 個人向け住宅ロー ン新規貸 融資基準床面積 (個人住宅.
出額 (民間) 計4 マンション)､融資限産額(価人住宅)､公榔 り 計7
1971- 民間金剛､地価､建築費､年 民間金利､地価､年収倍率､
92年 収併率､資産選択の有相性､ 資産選択の有事ー他､個人向け
個人向け住宅ロー ン新規貸 住宅ローン新規貸出額 (氏
(5)
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90年の公庫持家床面積の変動はローン貸出額によっては
ぼ説明される(寄与率0.82)(義 -6)｡両者の相関は正
である｡
施策関連変数を投入すると､公庫融資限度額が有力
な説明変数 として抽出される｡各時期とも､寄与率0.90
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(出所)豊鮎 甲壷鮎 粥 釜戸｣､建雛 価は
図-6 建築費･地価の推移
義-4 戸数の重回帰分析結果
年度 変数 調整済み寄与率 相関係数
1974-83 地価 0.78633 -0,∝KX)
年収倍率 893663 1).1380
19… 個人向け住宅ロー ン (民間) 0.69274 0.由625
1971べ控 戸建て割合 852158 0.7370
注)SPSS統計パッケージ ｢重回帰分析｣プログラムを用い､変数の
投入はステップ･ワイズ牡で行った｡表中には､回帰分析で抽出された
説明変数を示した｡
牲)調整済み寄与率とはモデルと母集団の適合度をより正確に反映さ
せるよう寄与率を修正したものである｡
義-5 民間持家床面積の重回帰分析結果
年度 変数 調整済み寄与率 相関係数
1974T83 地価 0.66126 0.8360
年収倍率 0.88245 -0.6524
個人向け住宅ロー ン (民間) 0.96668 118133
19糾.釦 民間金利 0.0糾63 0.4870
1971-82 地価 0.83259 0.9135
申故障率 0.∝1267 1.5944
建築費 0.93788 0.8663
性)変数の抽出方牡は表-4と同様である｡
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となり､これに年収倍率がつづ く (義-7)0
[民間分譲住宅床面積]
1974-83年､1984-90年とも､説明変数として抽出され
たのは住宅ローン新規貸出額のみである｡同変数の寄与
率は､74-83年では0.13､84-90年では0.61である (義-8)0
[公庫分譲住宅床面積]
1974-83年ではローン貸出額が最初に選択され(寄与率
0.61)､ついで年収倍率が加わると､ この2変数で寄与率
0.85が得 られた｡84-90年 には､ ローン貸出額の寄与率
が0.79と高い｡71-92年をとお してみると､建築費､地
価､年収倍率が説明変数 として抽出される (義-9)0
建築費､地価はプラス､年収倍率は床面積 とマイナス
義-6 公庫持家床面積の重回帰分析結果
年度 変数 調整済み寄与率 相関係数
1974-83 年収倍率 0.62161 一心8147
地価 0.97218 0.7469
1984-釦 個人向け住宅ロー ン (民間) 0.81630 0.9203
申収倍率 0.99861 0.8526
197112 建築費 0.95285 α9798
申収倍率ー 0.96826 -44390
民間金利 0.97634 1.6436
地価 0.98154 0.8594
注)変数の抽出方法は表-4と同様である｡
義-7 公庫持家床面積の重回帰分析結果
<施策変数を投入 した場合>
年度 変数 調整済み寄与率 相関係数
1974-83 融資限度額 0.89670 0.9530
年収倍率 0.96356 -0.8147
1㈹ 融資限度額 0.93460 0.9594
年収僻 0.97459 0.8526
1971-92 融資限度額 0.96564 0.9786
民間金利 0.97581 -0.6436
公庫金利 0.98455 -0.8537
建築費 0.95285 0.9798
公鹿金利 0.98199 -0.8537
軸 変数の抽出方法は表-4と同様であるO
注目97ト92年については､施策変数を投入した蓉合､変数を選択する
段階で上に示した相関の高V棚 ミ2つ残った｡各々を表-3
に示した変数 (表中の197112年の施策変数を投入した鎗釦 に加え
て分析を行い､上段､下段にわけて示い㌔
上段 :変数群に融資限度額､建て方を加えた場合
下段 ;変数群に融資基準床面積 (個人住宅･共同住宅)､建築費
を加えた場合
の相関を示す｡
施策関連変数を投入すると融資限度額が抽出される｡
寄与率は74-83年では0.75､84-90年では0.90と高い(義-10)0
次に､公庫融資を受けた持家､分譲住宅の床面積､戸
数について､公庫金利 (図-7)､融資限度額､融資基
準床面積下限値という3つの施策関連変数との関係を分
析する｡
公庫金利と床面積は､1974-83年ではほとんど相関は
みられないが､1984-90年には弱い相関があらわれる｡
公庫金利は74-83年間には5.5-5.05%で推移するが､84-
90年間にはこれより下が り､変動幅 も4.0-5.25%と大
きくなる｡ この間の金利の引き下げは､床面積の拡大に
寄与 している｡
公庫融資基準床面積下限値 と床面積の相関は1974-83
義-8 民間分譲住宅床面積の重回帰分析結果
年度 変数 調整済み寄与率 相関係数
1974-83 個人向け住宅ロー ン (民間) 0.1881 -0.4∝)7
19糾-咲) 個人向け住宅ロー ン (民間) 0,鵬 氾 0.9203
注)変数の抽出方陰は表-4と同様である｡
義-9 公庫分譲住宅床面積の重回帰分析結果
年度 変数 嗣整済み寄与率 相関係数
1974T83 個人向け住宅ロー ン (民間) 0.餌778 ･勺.8071
年収停率 0.85278 一勺.6909
19… 個人向け住宅ロー ン (民間) 0.78698 0.9069
年収障率 0.97241 0.8520
19711は 建築費 0.90174 0.9476
地価 0.96943 89122
注)変数の抽出方渉は表-4と同様である｡
義-10 公庫分譲住宅床面積の重回帰分析結果
<施策変数を投入 した場合>
年度 変数 洞整済み寄与率 相関係数
1974TB3 融資眼度額 0.75438 0.8841
1984-90 融資眼産額 0.90460 0.9521
年収倍率 0.97459 0.8520
1971-92 融資限度額 0.89442 89219
地陳 0.93583 0.9122
建築費 0.901`杓 0.9476
敵組 昧面積 (共同住宅) 0_95705 0.5511
牲)変数の抽出方汝は表-4と同様である｡
牲)197112年については､表-7と同様の方汝をとった｡
(6)
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年､1984-90年ともに0.7以上と高く､相関の方向はプラ
スである｡
融資限度額は今回検討した3つの施策変数のなかでは､
延べ床面積ともっとも高い相関を示す (義-ll)0
先の重回帰分析ならびに上記の分析結果から､おおよ
そ次の4点を指摘することができる｡
第一に､今回､分析対象とした新設持家系住宅では､
施策関連変数が延べ床面積の有力な説明変数となる｡公
庫融資を受けた持家､分譲住宅の床面積は､3つの施策
関連変数と正方向に相関する｡分析期間中では､融資限
度額が床面積の説明変数として最も頻繁に選択され､つ
いで､融資基準床面積の下限設置の影響がみられた｡
第二に､全住宅タイプについて､時期区分によって床
面積に影響を及ぼす変数に差がみられる｡前半のオイル
ショック後の戸数減少期 (1974-83年)では地価､後半
の回復期 (1984-90年)では個人向け民間住宅ローン新
規貸出額の寄与率が高い｡バブル期における資金フロー
の変動は､床面積に多大の影響を及ぼしている｡この時
期には､住宅価格の対年収比 (年収倍率)よりも｢住宅｣
資産の有利性が大きく作用し､これが床面積の拡大に寄
与している｡
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公庫金利 - 民間住宅ローン金利
(出所)住宅金触公庫 r住宅金融公庫年報｣より各年度
兼のものO
図-7 金利の推移
義一11 施策変数と床面積の相関
施策変数 年度 公庫持家 1公庫分諌住宅
公庫金利 1974-83 1).0183 一0.0155
19… 1.4151 一寸.4311
融資基準床面積 19サト83 0.723) 0.768784.a 知 109
融資限度額 19748 q9530 0,8糾1
荏)SPSS統計パッケー ジを用い､二変封 日関を行った
(7)
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第三に､今回の分析であらわれた地価と床面積との間
にみられる擬似相関は､地価と戸数との逆相関関係によ
って説明される｡単純に考えれば､地価の上昇は住宅価
格を引き上げるため､規模を抑制する｡しかし､資金調
達能力が低く､小規模な住宅を需要する世帯は､新設住
宅の取得を断念するとともできる (需要の潜在化)｡分
析した期間中において､地価と戸数は逆相関しており､
この推測を支持している｡また､持家の場合には､建て
替えも可能であり､新規に土地を取得する持家需要は地
価が上昇すれば抑制される｡したがって､地価と床面積
がプラスに相関する理由は､地価が低い場合に想定され
る新規土地需要､小住宅需要が抑制されたためだと考え
られる｡
第四に､今回投入した変数のなかから分譲住宅の床面
積の変動を有効に説明することができる変数を抽出する
には至らなかった｡戸建てにほぼ限定される持家と異な
り､分譲住宅には地価や年収､融資額､金利等の経済要
因に加え､住宅の立地､建て方､世帯形態等の諸要因が
床面積に複雑に作用する｡この点については､次節でさ
らに検討を加える｡
5.敷地規模､住宅形態の影響
(1)床面積を規定する諸要素
住宅の延べ床面積は､敷地規模､戸建てか共同建てか
という住宅の建て方､立地条件 (住宅統計調査では都心
からの距離によって測定される)､種々の住宅施策等の
彪響をうけると考えられる｡おおむね敷地規模の増加に
伴って､延べ床面積は拡大する｡住宅の建て万別では､
共同建てより戸建てに規模の大きな住宅が多い｡1994年
の新設分譲住宅の平均延べ床面積は､戸建て住宅130.0
nfにたいして､共同住宅は61.4Ⅰばである5｡また､立地
条件によっても異なる｡都心から10km圏内の持家の平
均延べ床面積は86.34m2､30-40km圏内の持家は98.86
rfである6｡
以下では､持家については敷地規模を､分譲住宅につ
いては住宅形態に着目し､民間資金住宅と公庫資金住宅
の平均床面積の差が施策効果によるものであるのか否か
を検討する｡
(2)敷地規模と建て方
住宅の敷地規模は､戦後から1970年代末頃まで､狭小
化の方向にあった｡1978年の住宅統計調査結果によれば､
終戦時から1950年までに建てられた住宅で308nfであっ
た敷地規模は1977年には254m2にまで減少した｡また､
敷地規模の狭小な住宅の建設､いわゆるミニ開発住宅
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(敷地100rf未満の住宅)は1970年頃から増えた｡
この時期､公庫融資制度の一つである ｢個人住宅建設
資金｣融資利用者住宅の平均敷地規模は267m2(1975年
皮)で､100m2未満の敷地の住宅は5.7%にすぎない7.
しかも100rf未満の敷地に建てられた住宅の6割は建替え
で､新規に狭小な敷地に建設された住宅は少ない｡一万､
1978年住宅統計調査によれば､1975年に取得された戸建
て (長屋建てを含む)持家のうち､敷地規模が100m2未
満のものは23%にものぼっている｡
ミニ開発住宅は､宅地開発指導要綱､最低敷地規模の
指導等の影響もあって1977年をピークに減少する｡1993
年の住宅統計調査結果によると､1992年に建設された持
家のうち､敷地規模100Trf未満の住宅は17% (平均敷地
規模209Ⅰぜ)である.ちなみに1992年の公庫融資住宅の
それは3.9% (313m2)で､依然格差がある.
次に､分譲住宅の住宅形態に着目する｡新設分譲住宅
を建て万別にみると､1980年までは戸建てが常に共同建
てを上回っていたが､1981年度に戸建ては11.8万戸､共
同建ては13.9万戸となり､以降､共同建てと戸建て着工
戸数の関係が逆転した｡資金別にみると､1979年頃まで
は､民間､公庫ともに戸建てと共同建ての戸数は同じよ
うな比率であったが､1980年以降は｣民間は共同建て､
公庫は戸建ての比率が相対的に上昇している｡
先に指摘したように､戸建てと共同建てでは平均でも
床面積に2倍近い開きがある｡しかも､共同建て民間資
金住宅の規模分布をみると､1983-91年にかけて､40rd
以下の小住宅が増加している｡したがって､1980年以降
における両者の差は主として民間と公庫の建て方の違い
が効いていると推察される｡
全国規模の統計調査結果は､この推測を検証するため
に必要なデータを用意していない｡そこで､地理的､ま
た時期的制約を受けるものの､住宅金融公庫が実施した
調査結果8を利用し､対象を共同建てに絞って､両者の
差を検討する｡ 同調査は､1982､83年度に首都圏で供給
された共同建て分譲住宅について､公庫融資による団地
住宅として供給されたもの (公庫融資付き)とそうでな
いもの (公庫融資なし)を､6つの要件9に合致 した物
件について比較 したものである｡これによれば､戸当た
り平均専有面積では､公庫融資住宅62.6m2にたいして､
公庫融資のない民間資金住宅は50.8nfで､実に10nf以上
の差がみられる｡
以上から､民間分譲住宅と公庫分譲住宅の新設住宅延
べ床面積にみられる差は､住宅の建て方の違いを反映し
ているだけでなく､施策効果がはたらいていることを示
唆している｡
(3)融資基準延べ床面積の下限設置の効果
1979年以降､民間資金住宅と公庫資金住宅の延べ床面
積の差が拡大していくという事実は､公庫融資制度によ
る施策効果を間接的に示唆している｡ひとつは､1981年
に公庫融資基準で敷地規模の下限値を設定したことであ
る｡これは､ ミニ開発住宅の動向にはやや遅れた対応で
あるともみれるが､これ以降の民間資金住宅延べ床面積
と公庫住宅のそれとの格差はひろがっており､敷地規模
の下限値が公庫資金住宅の規模拡大に寄与していると考
えられる｡
いまひとっは､公庫融資条件として分譲共同住宅に課
される床面積下限値である｡分譲住宅の場合､民間と公
庫の規模格差は建て方によるところが大きいが､1980年
代後半の､両者ともに共同建ての増加 した時期において
も､延べ床面積の格差は大きく､共同建てにおいても公
庫資金住宅の規模が民間よりも大きい｡1990年のワンル
ーム･マンションブーム全盛期に､公庫融資利用率が急
減したことからみても､この施策が狭小住宅の供給を妨
げ､結果として､公庫住宅と民間住宅の規模格差をひろ
げたと推察される｡
6.住宅取得能力と床面積
(1)住宅取得能力の算出
持家の需要は1970年代前半までは金融緩和期には急増
し､引締期には急減していた｡つまり､資金供給面から
の制約を受けていた｡ しかし､1970年代後半からは家計
収入の伸びが低くなり､地価 ･住宅価格が高騰したこと､
また住宅ローン新規貸出額の増加､金利の低下､貸付期
間の長期化から､需要は住宅取得能力面から制約を受け
るようになった｡
取得能力を高めるには､資金調達能力をあげる､もし
くは､住宅価格を抑制する､という二つの方法がある｡
住宅金融公庫による融資制度は前者に対応する｡すでに､
これまでの分析で公庫融資制度が住宅床面積に寄与して
いることをみてきた｡そこで､以下では､住宅取得能力､
とりわけ住宅取得のための資金調達能力を引き上げる施
策が､住宅床面積の拡大にどの程度有効であるのかにつ
いて､検討をすすめる｡
住宅を取得しようとする者の負担能力を求めるには､
まず､収入のうち住宅取得のために支出可能な額を算出
し､その額で借入が可能な住宅ローンの金額を計算する｡
その金額に､住宅取得のために支出することができる手
持金を加えて､住宅取得のために支出可能な金額を求め
る｡
このようにして求められた住宅取得のための支出可能
(8)
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な金額と住宅価格とを対比することにより､住宅取得能
力の程度が判定できる｡すなわち､
住宅取得能力指数
-資金調達可能額指数/住宅価格指数
として表わされる｡
本稿では､住宅価格指数と資金調達可能額指数を以下
のようにして求めた｡
<住宅価格指数>
建築費と地価の比を1:2.5として住宅価格を求め､
それをさらに指数化したものとする｡地価､建築費の算
出は以下の通りである｡
まず､地価は日本不動産研究所が公表している ｢全国
市街地価格指数｣全国住宅地9月末の指数を使用する｡
1983年7月1日現在の都道府県地価調査結果によると､ 1
nfあたりの平均価格は82200円であり､ これを基準とし
て先の指数を実数化し､地価を求める｡
次に､建築費は建設省 ｢建築統計年報｣により､各年
の居住専用建築物の1ITfあたりの工事費予定額を求め､
同補正調査による工事費予定額の補正率 (木造)を乗じ
て求める｡
<資金調達可能額指数>
住宅取得者の各々の借入可能額と手持金をあわせて､
本稿ではこれを1977年を100として指数化した｡
資金の調達には主に次の3つのパターンがある.
1)自己資金のみでまかなう
2)自己資金と民間住宅ローンでまかなう
3)自己資金と民間住宅ローン､加えて住宅金融公
庫のローンを利用する
いずれを選択するかば､住宅に投入できる自己資金を
どれだけ多くもっているか､公庫の融資基準にあった住
宅を建てようとしているか､等による｡
総務庁の ｢貯蓄動向調査報告｣によると､住宅 ･土地
のための負債を保有する世帯は年々増加している｡
したがってここでは､公庫制度が住宅取得能力の向上
にどの程度寄与し､かっそれが質の向上という政策目標
に適っているか否かを検討するために､上述した資金調
達パターンのうち､自己資金と民間住宅ローンでまかな
う2つめの選択層と､3つめの自己資金と民間住宅ロー
ン､加えて住宅金融公庫のローンを利用する選択層の住
宅取得能力を求めることにする｡
それぞれの収入 ･自己資金 ･借入金､また住宅ローン
の貸付条件は次のように求めた｡
(収入 ･自己資金 ･借入金)
2つめの選択層は建設省の ｢民間住宅建設資金実態調
査｣をもとに､3つめの選択層は住宅金融公庫 ｢利用者
(9)
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調査報告 個人住宅建設資金編｣のデータを使用した｡
(住宅ローンの貸付条件)
民間住宅ローンの借入先は都市銀行とし､各年度に定
められた貸付条件で借り入れるものとする｡年賦率は以
下のような計算式で求めた｡
年賦率Bi､金利 i､返済期間n
Bi-i(1+i)〈n/((1+i)〈n-1)
公庫の貸付金は1978年までは個人住宅 (一般貸付)の
貸付契約額を貸付契約戸数で除したもの (｢住宅金融公
庫年報｣)とし､1979年以降は ｢利用者調査報告｣より､
資金調達内訳内の公庫借入金を採用している｡ここでの
民間住宅ローンの借入可能額は ｢利用者調査報告｣の返
済負担率hの範囲内で公庫ローンを補うものとして､算
出した｡
公庫借入可能額Ll､民間住宅ローンの借入可能額L2､
年間収入Y､公庫年賦率Bil､民間住宅ローン年賦率Bi2
L2- (hY- BilXLl) / Bi2
民間住宅ローンのみ利用した場合の借入可能額は､年
間返済額を年間収入の25%相当額を借入れるとして次の
ように求めた｡
借入可能額L､年間収入Y､年賦率Bi
L-0.25Y/Bi
ここでは､公庫融資利用者の住宅取得能力を公庫の取
得能力と定義する｡
公庫の取得能力
-(Ll+L2+自己資金)10/住宅価格指数
同様に､民間住宅ローンのみを利用した者の住宅取得
能力を民間の取得能力と定義する｡
民間の取得能力- (L+自己資金)/住宅価格指数
(2)住宅取得能力と床面積との関係
ここでは住宅取得能力が向上すると延べ床面積が拡大
するという仮説を検討する｡収集できた資料の都合上､
1977年から1993年に限ってみていく｡
まず式より求めた公庫の1977年の公庫融資利用者の取
得能力を100とし､取得能力指数を算出した｡16年の間
に公庫は100から134､民間住宅ローン利用者の取得能力
は133から191となった｡住宅価格指数は100から233､資
金調達能力指数は公庫100から323､民間133から431とな
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地価の比を1;2.5として
から1991年頃､公庫は1981年から1983年､1990年に低下
している｡その変動は民間は激 しく､公庫はゆるやかで
ある (図-9)｡この推移の理由は､公庫融資が景気の
変動に対 して頻繁に操作されるためであると考えられる｡
取得能力の変動は金利､貸付期間と貸付限度額､地価､
建築費､収入と貯蓄 (景気変動が影響)によって決まる｡
このうち施策対象となるのは金利､貸付期間､貸付限度
額である｡
年度 民間資金住宅については1979年から1980年にかけて取
得能力が低下するにもかかわらず､延べ床面積が上昇 し
ている｡同様に1988年から1990年頃も高い水準を示 して
いる｡1992年から1993年には逆に､取得能力が向上 した
にもかかわらず､延べ床面積は縮小している｡公庫融資
住宅についても取得能力と延べ床面積に単純な相関関係
はみられない｡1986年頃から住宅取得能力と延べ床面積
の解離は一層大きくなっている｡
図-8 資金調達能力･住宅価格指数･住宅取得能力指数の推移
った (図-8)0
住宅取得能力は､民間は1979年から1981年頃と1988年
指数
以上より､民間､公庫とも取得能力の変動が延べ床面
積に直接反映されないことがわかる｡公庫資金住宅の延
べ床面積の推移を融資基準床面積下限値と重ねてみると､
延べ床面積の伸びは1986年頃から大きく､1980年代後半
の融資基準延べ床面積の大幅な引き上げにおおむねそっ
た動きをしている｡
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注)民間能力とは､民間住宅ロー ンのみ利用したものの住宅敢得能力を示す｡同様に公庫能力は公庫融
資利用者の住宅取得能力を示す｡
注)民間能力･公庫能力は1977年の公庫融資利用者の住宅取得能力を100として算出した｡
図-9 延べ床面積･住宅取得能力 ･住宅価格指数の推移
(10 )
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7.まとめ
本研究では､第3期住宅建設5ケ年計画以降､わが国
の住宅政策において明確に位置づけられてきた ｢質｣の
充足という政策課題に着目し､そのなかでとくに重視さ
れてきた ｢居住水準｣の測定指標となる住宅規模につい
て､新設持家系住宅を対象に住宅金融公庫融資制度が同
課題に即した施策効果を有 したのか否かを検討した｡以
下に､得られた知見を4点にまとめる｡
①過去20年間､持家系住宅の床面積はおおよそ上昇傾向
にあった｡ しかし､公庫資金住宅の床面積がはば直線
的に右上がりの傾向を示すのに対 して､民間資金住宅
のそれは上下降が大きい｡新設住宅延べ床面積の変動
に影響を及ぼすと考えられる変数群を主として金融､
経済指標に求めると､民間資金住宅の戸数､床面積が
地価や調達可能な資金フロー等､景気の影響を大きく
受けるのにたいし､公庫資金住宅の床面積の変動には､
施策関連変数が強く作用することが明らかになった｡
②新設住宅の床面積は､敷地規模や建て方など､金融 ･
経済要因以外の条件によっても変動する｡そこで､持
家については敷地規模､分譲住宅については建て方を
取り上げ､それぞれへの施策効果を推定 した結果､い
ずれにも公庫融資制度の関与が示唆された｡
③住宅取得能力の向上は､新設持家の床面積に一定寄与
しているが､両者は単純な相関関係にはない｡これは､
公庫融資制度による住宅取得能力の向上をはかる政策
効果が限定的なものであることを示唆している｡これ
に対して､融資基準延べ床面積の引き上げによる効果
は1980年代後半以降顕著である｡
④以上から､公庫融資制度は新設持家系住宅の床面積の
増大に寄与 していること､間接的には､融資限度額の
引き上げが高く寄与しているが､融資基準床面積下限
値の引き上げはより直接的な政策効果を有すると結論
される｡
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注釈
1省エネ化や環境共生住宅の普及､高齢化対応のバ リ
アーフリー住宅の推進などが政策目標として掲げられ､
施策メニューも増えつつある｡
2現在では､平均居住水準にかわって都市型と一般型
の誘導水準が設けられており､改良が重ねられてきた｡
また､最低水準､誘導水準ともに基準値が引き上げら
れる傾向にあるが､今後は､住宅形態や世帯形態､住
まい方の変化等をいかに反映していくのかという課題
が想定される｡
3例えば､経済白書では持家系着工戸数の変動を探る
ため､地価 ･金利 ･婚姻件数 ･貯蓄 ･ストック等の要
因を想定 し､要因分解を行 っている｡ また､伊豆
(1993)は年齢別人口の変動､金利､価格上昇期待､
資産､契約率､住宅取得能力指標をあげ､日本不動産
研究所 (1985)は､需要要因 (社会的要因､最終需要
者の経済的要因)､供給要因 (地理的 ･社会的 ･行政
的要因､供給者の経済要因)を検討している｡
4変数の投入はステップ･ワイズ法を用い､ この時､
F確率の投入基準は0.05､F確率の除去基準は0.10を
デフォル トとした｡求めた重回帰式の検定は､回帰に
よる変動の自由度と､残差の変動の自由度より求めた
F値と分散比を比較 し､危険率は10%までとした｡つ
いで､上記の18の独立変数のなかから､独立変数間の
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相関が高いもの (相関係数0.9以上のもの)を除いた｡
除外する変数を特定するために､1つの相関の高い組
み合わせに対し､それぞれ他の変数との高い相関をも
つ組み合わせを検討し､各変数間の相関が0.9以下に
なるまで最も多くの高い組み合わせをもっ変数を順次
削除するという方法を採った｡
5 ｢建築統計年報､1995年｣
6 ｢住宅統計調査､京浜葉大都市圏､1993年｣
7 ｢公庫融資利用者調査報告､1975年度｣住宅金融公
庫編
8 ｢住宅金融公庫年報､1983年､1984年｣
9共同建て分譲住宅に関する公庫の調査結果｡首都圏
で新規に供給された物件のうち､a.分譲後の敷地関
係は ｢所有地｣､b.最寄駅からの所要時間は ｢徒歩
のみ10分以内｣､C.設備は ｢冷暖房ともになし｣､d.
価格は ｢3000万円以下のみ｣､e.住宅タイプは ｢1
K､1DK等単身者向けタイプのあるものは除く｣､
f.エレベーターは､｢4階以下のものはなし､ 5階
以上はあり｣という各要件を満たした物件を抽出して
集計したものである｡
10借入金と自己資金をあわせて1970年を100として指数
化した｡公庫融資利用者の自己資金とは､｢利用者調
査報告｣の ｢主要指標の推移｣の資金調達内訳の内の
｢手持ち金｣のことである｡民間住宅ローンのみ利用
した者の自己資金は､｢民間住宅建設資金実態調査｣
の貯蓄額を利用した｡
SUMMARY
ThisstudyexamineswhethertheJapanesehouslngpoliciesforthelasttwodecadeshavehadaneffectonthe
improvementof houslngquality measured byanannualaveragesizeof anewlybuilthouslngunitinthe
● ●
owner-Occupiedsector. Itpointsout thefolowings:First,amultipleregressionanalysisshowsthat some
concretemeasuressetbyGovernmentHouslngLoanInstitutionhaveexertedeffectivelytotheenlargementof
●
houslngSizefortheperiodof1974-90incomparedwith anyothervaluables,suchaslandprlCe,houslngloan
●
availability,incomeofhouseholdandsoone.Second,incaseofprlVatehouslng,Whichhavenotgetanypub-
licfund,themosteffectivevaluableforthefirsthalfoftheperiodisalandprlCe,andavailableamounts
ofhouslngloans forthelaterhalf.Third,thetypeofhousingaswelasthesizeofasiteforbuilthad
contributedtomakingthedifferencebetweenprlVatehousingandpubliclyassistedone. Fourth,apositive
correlationbetweentheratioofhouslngCOSttOOne'savailablefundandtheaveragesizeofhouslngCOuld
●
havebeenfounduntiltheearly1980'S,andsincethenithavebecomeweak.Thisimpliesthattheincrease
ofavailablefundforhouslngacquisitionhavenotmotivatedpeopletogetamorespaciousunitintherecent
●
years.Fifth, thecontrolovertheupperlimitoffloorspaceeligiblefortheassistedloan,whichhavefre-
●
quentlyrevisedforthelastdecade,SeemseffectivetotherecentexpansionofhouslngSizeintheassisted
owner-Occupiedsector.
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